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変換所を構成する主要機器を示す｡交流･直流の変換を行うサイリスクバルブは,空調管王里されたバルブホール内に設置されている｡

電源開発株式会社の北海道･本州閃電力連系設備

(以‾卜,北本連系設備と言う｡)は,平成5年3月に300

MWから600MWに増設され運閲した｡

日立製作所は,この設備の親側(主制御指令側)と

なる函館変換所の主要機器に,(1)直流送電用として

仙界初の直流250kV高電圧･大容量の光直接点弧

サイリスタバルブ,(2)ポリマー製絶縁容器収納の直

流高性能サイリスタバルブ保護用避雷器,(3)高速サ

ンプリングにより,高速制御が可能となった全ディ

ジタル多重化制御システムなどを開発･適用し,世

界最新鋭の交直変換所設備の完成に貢献することが

できた｡

この設備の増設により,いっそうの電力系統の安

定化,広域連系による電力の経済融通などが促進さ

れることとなった｡

*電源開発株式会社⊥務部 **H立製作所電ノJ事業部 ***‖立製作所日立工場 ****[J立製作所国分工場工学博士
*****
日立製作所国分丁場
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n はじめに

近年,わが国の電力需要は着実な伸びをホし,社会の

電気への依存度が高まる中,大型電源の増加,偏在化,

遠隔化,需要の不確実性の増大などが課題となっている｡

また,今後も電力の需要の伸びは堅調に推移すると予想

されており,電力の安定供給,高信頼化に対する社会的

要求はますます強くなるものと思われる｡

北本連系設備は,平成5年3月に300MWから600

MWに増設された｡この設備は,北海道と本州の間を架

空線および海底ケーブルで蘇び,直流送電によって両地

域を連系するもので,今回の増設でいっそうの,(1)連系

両地域での供給予備力の節減,(2)広域連系による経済的

な電ノJ融通,(3)系統異常時の緊急応援による安定供給の

確保などに役立つこととなった｡北本連系設備融通電力

長英績を図1に示す｡

日立製作所は,この北本連系設備の親側(主制御指令

側)となる函館変換所を担当し,数々の新技術を開発し通

用した｡ここでは,その代表的なものについて述べる｡

白 北本連系設備の概要

北本遵系設備の主回路構成を図2に示す｡北海道電力

株式会社のAC187kV系統と東北電力株式会社のAC275

kV系統を,DC±250kVで直流連系している｡第一極

(300MW)は,昭和54年12Hに第Ⅰ期150MW,昭和55年

6Jlに第ⅠⅠ期150MWの運転を開始しており,今回増設
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匡= 北本連系設備融通電力量実績

近年,この設備の融通電力量は,増設工事のあった平成4年度を

除き順調に伸びている｡
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図2 北本連系設備の主回路構成

北海道電力株式会社七飯発電所(AC187kV)と東北電力株式会社

上北変電所(AC275kV)が,DC±250kVで達系している｡

表l 第二極に適用した主な新技術

新技術の採用により,小型化,高信頼化,機能向上などを実現した｡

横 器
第一極

(昭和54,55年運閃)

第二極

(平成5年運関)
開発の目的･効果

サイリスクバルブ

Zアーム積層型

空気絶縁風冷

式光間接点弧

4アーム積層型

空気絶縁水冷

式光直接点弧

●小型化

●高信頼度化

直 流 避 雷 器
直列ギャップ形

がい管

酸化亜銘形

ポリマー製絶縁

容器

(A-K間連雷器)

●サrリスタ直列
素子数の低減

●耐振性の向上

制 御 装 置
アナログ式

一重系

ディジタル式

二重系(双極共

通部は三重系)

●高機能化

●高信頼化･保

守性の向上

注:略語説明 A-K間(サイリスクバルブのアノード～カソード間)

されたのは第二極(300MW)で,総容量600MWとなった｡

口立製作所は,当初から函館変換所の主要機器を担当

している｡今回,第二様に通用したう三な新技術を表1に

示す｡詳細は次章以降で述べる｡

田 サイリスタバルブ

サイリスタバルブは,交流･直流の変換を行う交政変

操柿の11‾1心機器である｡サイリスタバルブの回路構成は,

図3にホすように3相ブリッジ接続されたサイリスタバ

ルブを2段直列接続したもので,直流送電での基本的な

r山路構成となっている｡
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国3 サイリスクバルブの回路構成

3相ブリッジ接続されたサイリスクバルブを2段直列接続し,12

相整流を行っている｡

3.1高耐圧光直接点弧サイリスタの採用

第一極で採用した電気サイリスタ(4kV,1,500A)を

用いた光間接点弧方式と,第二極で採用した光サイリス

タ(6kV,1,200A)を用いた光直接点弧方式との比較を

図4に示す｡第二椒用のサイリスタは,(1)光で直接点弧

できること,(2)高耐圧であることが大きな特徴である｡

光直接Jよ弧方式の採用により,高電圧部であるサイリス

タモジュール内の光一電気変換部が不要となったため,パ

ルス増幅器や電源などが不要となり,大幅な部品点数の

低減が‾ロ丁能となって容積が60%,部占占点数が約10%に低

減できた｡

3.2 水冷部品の採用

サイリスタモジュールの外観を図5にホす｡発熱部品

であるアノードリアクトル,スナバ抵抗器を水冷とする

ことにより,小型･軽量化を図っている｡また,サイリ

スタスタックでは,高性能水冷ヒートシンクでサイリス

タ素子を挟み込み,両側から庄接する構造を採用して小

型･軽量化を,また常時の他用温度を下げることによる

高信頼化を達成した｡

3.3 4アーム積層構造の採用

第一梅は2アーム積層構造のため,低R三用と高圧用の

二つのサイリスタバルブが必要であった｡第二梅では,

前述の高耐圧光サイリスタ,水冷部品の採用と後述する

有限要素法による耐震解析技術の進歩により,4アーム

積層構造とすることができた｡低圧用と高圧用をまとめ

て一つのサイリスタバルブとしたことにより,設置面積

を約半分に縮小している｡サイリスタバルブの現地据付

け状態を図6に示す｡

高さが11mにも及ぶ4アーム積層サイリスタバルブ

電気サイリスタバルブ(光間接点弧)光サイリスタバルブ(光直接点弧)
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図4 点弧方式によるサイリスクバルブの比較

光直接点弧のサイリスクを使用することで,大幅な部品点数の低

減が可能となり,小型化と高信頼化を実現した｡

スナバコンデンサ ーー1■一 也 潤う

}勺

アノードリアクトル

図5 サイリスクモジュールの外観

サイリスク素子に加え,アノ】ドリアクトル,スナバ抵抗器も水

冷とすることで,小型･軽量化を図っている｡

では,耐震性能の確保が重要な課題となった｡サイリス

タバルブは,サイリスタとその周辺回路を搭載したトレ

ー(サイリスタモジュールと呼ぶ｡)を積み上げて支柱で

支える構造となっているが,絶縁,強度,質量の関係か

ら,支柱にはFRP(FiberReinforcedPlastics:ガラス繊

維強化プラスチック)柱を使用した｡しかし,FRP柱はヤ

ング率が鋼材の約去であるため,地震時に変位が大きく
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図6 サイリスクバルブの現地掘付け状態

バルブホール内に3台(3組)のサイリスクバルブが据え付けら

れている｡サイリスクバルブは高さIlmにも及ぷ｡

なるという問題がある｡このため,免振構造を含めた有

限要素法による耐震解析を実施し,最適な構造を採用し

ている｡また,実器担当のサイリスタパルフて､同有坂重力

数を測定し,耐震解析の妥当性の検証も行っている｡

巴 酸化亜鉛形直流避雷器

交直変挽所では,(1)雷サージ,(2)線路,変換所内での

他紙,短給時の過電圧,(3)転流失敗,ゲートブロック,

全電圧起動時等の制御性過電1己(4)インバ∵タ負荷遮断

時の短時間過電信,(5)交流側遮断器投入時の過電址など

が発生し,これらの過電圧に対して絶縁協調が考慮され

ている｡

4.1酸化亜鉛形直流避雷器の適用と効果

拍二流変換所では,避雷器の制限電rl三特性によってサイ

リスタバルブの直列素子数が選定されることから,サイ

リスタバルブA-K間用避富器(LA4)が重要となる｡サ

イリスタバルブA-K間用避雷器の保護レベルの推移を

48

図7にホす｡この10年間でサイリスタバルブの制限電圧

は,避雷器の高件能化によって約20%低減されている｡

サイリスタバルブの素十直列数は,第一極が114直列(4

kV素子)に対し,第二極では54直列(6kV素子)で構成さ

れており,避雷器の高性能化により,サイリスタ直列数

の低減,サイリスタバルブの小型化が実現された｡

4.2 サイリスタバルブA-K間用避雷器

今II!Iのサイリスタバルブは,4アーム積層構造を採印

しているため,A-K間用避雷器をサイリスタバルブと一

体構造にする際,従来のがい管収納型では耐監上聞題が

あることが予想された｡そのため,送電用避雷装置で実

績を積んできたポリマ製絶縁容器収納型を直流用として

開発し,サイリスタバルブー体構造を実現した(図8参

照)｡A-K間片1避雷器はサイリスタバルブからの継手に

よって支えられ,各アームとはフレキシブル導体で接続

されてし､る｡

4.3 サイリスタバルブA-K間用避雷器の漏れ電流管理

従来,対地絶縁されている避雷器では,保守点検が困

難なことから,A-K間用避富器を監視する方法として,

最‾F段(接地側)避雷器だけの温度や漏れ電流を連続監視

する方法1)が開発されていた｡今回,これに対し漏れ電流

計と度数計を並列配置し,I勺部抵抗で分流させ,漏れ電

流計の振れでA-K間用避雷器の健全性を外部から目視

ガよ検する方法を開発した｡これにより,上段側の対地絶

責壊されているものも含め,全A-K間用避雷器を遅車云状態

で容易に監視できるようになった(図8参照)｡
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図7 サイリスクバルブA-K間用避雷器の保護レベル低減の推移

避雷器の高性能化によって保護レベル(制限電圧)が低減され,サ

イリスクバルブの小型化が図られた｡
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8 制御装置

5.1制御装置の概要

制御装置は,函館変換所と上北変換所の両端に設置さ

れ,親変換所である函館変換所で起垂加 停止などの操作

指令および設定値の決定が行われている｡

今回の増設に伴い,日立製作所が製作を担当した函館

変換所側制御装置のシステム構成を図9に示す｡このシ

ステムは,(1)既設(第一極)と同様,変換器の制御保護を

行う第二極制御装置,12相制御装置,(2)第一,第二双極

の制御を行う共通制御装置,系統信号処理装置,SP変換

装置,(3)北地域制御所からの運転制御日勤化を行うシー

ケンサ盤,自動制御装置などで構成している｡これらの

主要な装置に高速処二哩のディジタル演算装置を採用し,

常時データ表ホ,データセーブおよび常時監視機能を追

加することによって高件能化を,また,多重化すること

によって高信頼度化を実現した｡さらに第一極と同様の

APSS(AutomaticPowerSettingSwitch:自動追従電

力設定)機能に加え,電力配分(均等配分･電力逆送)機能

を備えることにより,幅広い電力の受給および系統安定

度の維持を可能にした｡

5.2 高速サンプリング制御

このシステムの心臓部である変換器制御には,過渡時

の過電流抑制や安定運転維持のため,高速応答が要求さ

∴与ジl㌔

l
一一

ポリマ容器

(妄呈三表芸)

酸化亜鉛素子

絶縁筒
(FRP製)

放圧板

放出孔

(b)ポリマ型避雷器の内部構造

度数計

電流計

度数計

電涜計

(c)漏れ電流検出方法

図8 サイリスクバルブA-K

間用避雷器の外観と構成

酸化亜鉛素子をポリマ製絶

縁容器に収納することで耐震

性能を向上させ,バルブと一体

構造とすることを可能にした｡

れる｡

そのためマルチCPUシステムを導入し,制御演算を2

台のCPUを用いて異なるサンプリングで分割処理する

手法を導入した｡これにより,定電流制御部の演算を一

般のディジタルリレーの‡の時間(電気角6度)で演算す
る高速完電流制御(ACR:Automatic Current Regula-

tor)が可能となi),直流地終車故時の過電流を2.Op.u.以

ドに抑え,サイリスタバルブへのストレスを軽減するこ

とができた｡

5.3 多重化構成

このシステムの多重化構成を表2に示す｡各装置の役

割,機能によって以‾Fの3タイプの多重化を実施してい

る｡なお,いずれのタイプでも,装置単独の故障ではシ

ステムダウンには妻らない構成としている｡

(1)常用･待機系

常時は,スイッチによって選択された系で運転してお

り,運転系が故障または異常になったときに人間の操作

で待機系を使用するものである｡高速な制御が不要な装

置に適用する｡

(2)二 重 系

常時2系の装置を使用し,異常時には異常になった系

を切り離し,または装置ロックをする｡主に高速な制御,

保護を必要とする装置に適用する｡

(3)三 重 系

49
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P5別直(直流電力設定値)

甜p値(直流電力指令値)

抽)値(直読電流指令値)

SP変換(シリアルーパラレ

ル変換)

図9 制御保護装置のシス

テム構成

北地域制御所からの自動運

転と操作卓からの運転が可能

となっている｡函館変換所か

ら通信を介して上北変換所を

制御する｡

表2 制御保護装置の多重化構成

各装置の役凱機能七より,3タイプの多重化を実施している｡

装置単独の故障ではシステムダウンしないように配慮している｡

区 分 盤 名 称 タイプ 多重化

監視制御

操作卓 A

監視補助盤 A

シーケンサ盤 D 常用･待機系

自動制御盤 D 二重系

ー,二極共通
共通制御装置 D 三重系

系統信号処置装置 D 常用･待機系

信号転送 SP変換装置 D 二重系

二極直涜
第二極制御装置 D 二重系

12相制御装置 D 二重系

注:略語説明 SP変換(シリアルーパラレル変換),A(アナログ),

D(ディジタル)

常時3系の装置を使用し,異常時には異常になった系

をロックする｡第一,第二叔極の装置を制御する共通制

御装置に採刷し,運転中の点検時でも二重系を確保して

いる｡

5.4 親変換所の制御

第二極の増設によって,親変換所では次の第一,第二

双極の制御が必要となった｡

(1)単極運転,双極運卒去,電力逆送運転(第一極と第二梅

の潮流方向を逆転した運転モード),および停止の四つの

モードの切り替え

(2)電力設定値を各極に適切に配分する制御

この設備では,これらの制御を図9に示すシステムで

実現した｡すなわち,北地域制御所でスケジュール設定

される電力指令値を自助制御装置で菅録し,それに基づ

いて共通制御装置の自動追従電力設定(APSS)部で系統

の周波数,電圧および系統信号処理盤からの運用リミッ

タ制約,系統制御条件を加味し,直流電力指令値(f物値)

として出力し,第一極,第二極の制御装置に配分し制御

している｡

田 おわりに

わが国の電力需要は今後とも着実に増加し,電源の遠

隔化,偏在化に伴って,電源の広域運営,直流送電への

ニーズがますます高まってくると思われる｡

北本連系設備で培った技術にとどまることなく,いっ

そうの高信頼度,高性能,コンパクトな直流送電システ

ムの実現に向けて総力を結集している｡
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